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 国際機構は法人である。したがって、実際に何らかの行動をとる際には、自然人の関

与が必要である。まずは、「国際公務員」とも呼ばれるそのような職員とはどのような

人たちで、実際にどのような仕事をしているかを知る必要がある。外務省国際機関人事

センターのサイトを隅から隅まで読んでくること。併せて、UN Careers・国連広報セン

ター「国連で働く」も見てくること。常に話題になる日本人職員の「不足」については、

NHK でも報じられている。 
 
 国連憲章 101 条 1 項に基く職員規則が定められている（事務局ページを一番下までスクロー

ル）。そして、職員身分保障のための制度として、裁判機関が設置されている 1。そのよ

うな裁判機関（国際機構の「行政裁判所 administrative tribunal」という）は、ILO、世界銀行、IMF
等にも設置されており、また、ILO行政裁判所の管轄権を認めている国際機構も多い。

アジア開発銀行、EUなど、地域機構にも同種の裁判機関が用意されていることがある。 
 
 国連憲章 100 条に、“the staff”への言及がある。どのような職員でなければならないと

されているか。また、それはなぜか。それを踏まえると、国連加盟国からの派遣（国連

加盟国政府が、自国公務員を国際機構に期限付任用させること）が問題となり得る。このような制

度は、国連憲章 100 条の下で認められるか？2 
 この問題に関する代表的裁判例であるQiu, Zhou and Yao v. Secretary-General of the 
United Nations (United Nations Administrative Tribunal Judgement No. 482, 25 May 1990) を
見てみよう 3。申立人は、いずれも中国国籍を持ち、1984 年に中国語逐語議事記録担当

官として 5 年任期で国連事務局に採用された。任用書には、中国政府からの派遣である

ことが明記されていた。5 年後、申立人が、国連総会決議 37/126（IVのパラグラフ 5）お

よび 38/232（VIのパラグラフ 5）に基づいて終身任用を求めたところ、事務総長はそれを

拒否した。そこで、申立人は国連職員としての地位の確認を求めて国連行政裁判所（当

時）に提訴した。裁判所は、以下のような判断を示した。 

 

 

                                                        
1 黒神直純「国連行政裁判所の改革について―国連紛争裁判所と国連上訴裁判所の設立―」『法学と政治学

の新たなる展開』（有斐閣、2010 年）。 
2 国際公務員の地位・待遇一般について、黒神直純『国際公務員法の研究』（信山社、2006 年）。 
3 同事件に関する日本語での解説は、黒神・前掲注 2・85 頁以下。 

http://www.mofa-irc.go.jp/
http://www.mofa-irc.go.jp/
https://careers.un.org/
http://www.unic.or.jp/working_at_un/
http://www.nhk.or.jp/kaisetsu-blog/700/170247.html
http://www.un.org/en/mainbodies/secretariat/index.shtml
http://www.un.org/en/oaj/
http://www.ilo.org/public/english/tribunal/
http://web.worldbank.org/external/default/main?pagePK=7333373&contentMDK=22956391
http://www.imf.org/external/imfat/index.htm
http://www.imf.org/external/imfat/index.htm
http://www.ilo.org/public/english/tribunal/membership/index.htm
http://www.adb.org/about/administrative-tribunal
http://curia.europa.eu/jcms/jcms/T5_5230/
http://untreaty.un.org/unat/UNAT_Judgements/Judgements_E/UNAT_00482_E.pdf
http://untreaty.un.org/unat/UNAT_Judgements/Judgements_E/UNAT_00482_E.pdf
http://www.un.org/documents/resga.htm
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 派遣制度は国連憲章と両立するか？ するとすればその条件は？ しないとすれば
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その理由は？ 
 
 職員の中でやや特殊な地位を有するのが、それら職員の長である。国連の場合、事務

総長がそれである。事務総長の任務は、国連憲章 98 条・99 条に一応の規定があるが、

実際には黙示的権限を駆使して様々な活動を行っている。その中立的立場を利用して、

またその限界内で、国際紛争における仲介など一定の政治的役割を果たす。慣行として、

1 期 5 年、最長 2 期任命される。独立性の観点からは、1 期をより長くして再任不可と

すべし、との意見もある。どう考えるか？ 
 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
復習問題 
 
１．国連憲章 1 条に掲げられた国連の目的の一つ一つは、国連のどの機関（複数もあり得

る）に対応するか。国連の目的相互間に優先順位を付けることは可能か。 
２．「国際機構に権限が認められれば、法人格は存在することになる。国際機構の法人

格は、それを認める認めないという問題ではなく、客観的な現実である。」この考

えを論評せよ。 
３．ロッカビー事件において ICJ がリビア勝訴の判決を出したと仮定する。その後、ど

のような法的問題が発生したであろうか。 
４．安全保障理事会は立法権限を有するか。有するとすると、限界はあるか。有しない

とすると、憲章 25 条をどう理解すべきか。 
５．国連加盟国は、国連機関が権限踰越行為を行ったと考える場合、当該行為から生じ

る経費の分担を拒否することができるか。 
６．国連平和維持活動に従事する兵士に免除が与えられるのは適切か。 
７．国連特権免除条約 19 条は、事務総長等について、外交使節と同様の特権免除が与

えられると定める。外交使節は、自国の管轄権からは免除されない。ならば、事務

総長は、国籍国の管轄権から免除されないと理解すべきか。 
８．安全保障理事会決議 1816(2003)の 7 項に基づき、ソマリア沖での海賊対策活動が行

われている（外務省サイト・防衛省サイト・国土交通省サイト・海上保安庁サイト）。

同活動の過程で日本海上保安庁職員が違法行為を行う場合、その責任は国連が負う

か、日本が負うか。 
９．「国連憲章第 7 章に基づいて執られる措置は、制裁措置ではなく警察措置である。」

この考えを論評せよ。 
 

以上 
 

http://www.un.org/sg/
http://www.un.org/sg/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S39(1)-0639.pdf
http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/pirate/africa.html
http://www.mod.go.jp/j/approach/defense/somaria/
http://www.mlit.go.jp/maritime/gaikoh/pirate/
http://www.kaiho.mlit.go.jp/info/anti-piracy/cpa_soma.htm

